
 

意見書案第４号 

 

 

公契約事業従事者の適正賃金と安定雇用を確保する公契約法の制定を求める 

意見書について 

 

地方自治法第９９条の規定により、関係行政庁に対し、公契約事業従事者の適

正賃金と安定雇用を確保する公契約法の制定に関し、別紙のとおり意見書を提出

する。 

 

 

令和７年６月２３日提出 

 

 

 

蒲郡市議会議員 

 

                       日恵野 佳 代 

                       竹 内 滋 泰 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

公契約事業従事者の適正賃金と安定雇用を確保するため、公契約法の制定を求め、

関係行政庁への要請を提案する。 

 

 

 



 

公契約事業従事者の適正賃金と安定雇用を確保する公契約法の制定を求める 

意見書 

 

今日、「公契約条例」の制定は、個々の地方公共団体の努力によって、全国 91

自治体にまで広がり、愛知県内の自治体がその４分の１近くを占めています。2009

年 7 月に公共サービス基本法が施行され、第 11 条では「国及び地方公共団体は、

安全かつ良質な公共サービスが適正かつ確実に実施されるようにするため、公共

サービスの実施に従事する者の適正な労働条件の確保その他の労働環境の整備に

関し必要な施策を講ずるよう努めるものとする」ことが定められました。公共工

事の発注にかかわり、昨年、建設業法、入契法、品確法が一体的に改正され、「第

三次・担い手３法」として施行されました。改正された品確法では、担い手確保

と地域建設業の維持、生産性向上を柱とし、公共工事が先導的な取り組みをけん

引する施策を盛り込み、改正建設業法では民間工事を含めて、発注者である地方

公共団体にも請負契約に順守すべき内容を定めました。公共サービス基本法制定

の背景は、行政の「コストカット」を目的とする公共サービスの民間開放が無作

為に推し進められたことにありました。そのことが低賃金かつ不安定雇用の公契

約事業従事者「官製ワーキングプア」を生みだし、まわりまわって住民のいのち

と暮らしにさえ悪影響を招いた反省に尽きます。政府も「コストカット型経済の

是正」に言及し、地方創生 2.0 の基本構想の５本柱のひとつに「安心して働き、

暮らせる地方の生活環境の創生」を掲げるなど、公契約法の制定に向けた情勢の

潮目は大きく変わってきています。一方、足下では、エネルギーコストや資材調

達コストの高騰、労務費の上昇が続いており、スライド条項の適切な活用が、地

域の担い手・守り手である企業等の維持・成長や労働者の保護・確保には欠かせ

ません。国の責任で公共サービス基本法第 11条を履行する公契約法の速やかな制

定が必要です。 

以上の趣旨により、下記の項目の早期実現を求めます。 

 

１、「公共サービス基本法」第 11条を確実に履行できるよう、同法第４条に規定

された国の責務を早期かつ十全に果たすこと。 

２、公契約事業従事者の、適正な賃金・労働条件と雇用の安定・継続を保障する

「公契約法」を早期に制定すること。  

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和７年６月２３日 

 

蒲 郡 市 議 会 

内閣総理大臣 

総務大臣    あて 

財務大臣      

    


